
家計調査における世帯収入について
 家計調査では、世帯を対象に、勤め先収入（世帯主収入、世帯主の配偶者の収入、及び他の世帯員
の収入）や社会保障給付などを調査。調査結果を毎月公表

 これらの実質化の算出においては、消費者物価指数の「持家の帰属家賃を除く総合」を使用
（実質化の算出は1947年（昭和22年）以降実施）
・消費者物価指数は、1970年（昭和45年）基準への改定以後、持家の帰属家賃を除く指数に加えて、持家の帰属
家賃を含む指数も公表し始めたが、時系列比較の観点等も踏まえ、引き続き「持家の帰属家賃を除く総合」を用
いて実質化
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世帯収入（世帯対象調査）の実質化に関する諸外国の状況
 諸外国では、世帯収入に関する調査結果を実質化する際に、持家の住宅費用を含む指数を使用して
いる国あり（国によって帰属家賃方式、支払方式、取得方式など）

 日本と韓国は、持家の住宅費用を含まない指数
   ※他に、実質値がなく名目値のみ公表の国あり
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（参考）世帯の消費支出について
 家計調査では、世帯の実際の支出を調査しており、「持家の帰属家賃」に該当する項目がないため、
消費支出の実質化には、消費者物価指数の「持家の帰属家賃を除く総合」を使用

 諸外国では、世帯調査結果として、品目ごとの支出割合（CPI作成のためのウェイト）など名目値
ベースで調査結果表を作成

 日本、イギリス、韓国では、持家の帰属家賃を含まない指数によって実質化
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